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要旨：各種機械式継手を柱梁接合部内に設けた十字型骨組縮小試験体に軸力及び正負交番水

平力を加える構造実験を行い,柱梁接合部内の機械式継手は,接合部耐力に影響を与えない

ことを確認した。また,梁主筋の接合部内付着に関する検討を行い,機械式継手の有無に関わ

らず,付着強度は柱断面の水平方向位置によって大きく異なり,梁主筋圧縮側では，梁主筋引

張側と比較して大きな付着強度を有することや，機械式継手小口支圧面による付着性能向上

効果は,小口が柱断面の梁主筋引張側端部近傍にある場合はほとんど認められない可能性が

あることを確認した。 
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1. はじめに 
 高層 RC 造建物の施工にはプレキャスト工法

を採用することが多いが，それらの中には，柱

梁接合部内で機械式継手を用いて梁主筋を接合

する場合がある。その場合の骨組復元力特性は，

通し配筋の場合と比較して変わらないことが既

往の文献 1)などで述べられており，さらに，機

械式継手を含んだ鉄筋の付着性状に関する研究

2)も行われている。しかし，いまだ柱梁接合部

内機械式継手の付着を定量的に評価するには至

っていないため，建物ごとに性能確認実験を行

う必要があった。 

本研究では，各種機械式継手を柱梁接合部内

に設けた十字型骨組縮小試験体に，軸力及び正

負交番水平力を加える構造実験を行い，接合部

内機械式継手の付着性状について定量的な評価

を試みたのでここに報告する。 
 

2. 実験計画 
2.1 試験体 
試験体形状を図-1 に，試験体一覧を表-1 に，

鉄筋，コンクリートの機械的性質を表-2，表-3

に示す。試験体の縮尺は実建物の約 2/3 を想定

している。実験因子は，柱梁接合部内機械式継

手の有無，個数，種類とした。 

 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2 加力方法 
鉄骨フレームと反力床を組み合わせて構築し

た反力フレームの中で試験体上下部を単純支持

し，柱頭に設置した軸力載荷用ジャッキにより 
 *1 鹿島建設（株） 技術研究所 研究員 工修（正会員） 

 *2 鹿島建設（株） 技術研究所 主管研究員 博士（工学）（正会員）

図-1 試験体形状(N) 

表-1 試験体一覧 
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一定柱軸力（0.15BDFc=1350kN）を与えた後，左

右両梁端部に設置した押引ジャッキにより梁に

左右逆対称せん断力を与えた。実験は層間変形

角(R)で制御（1/800rad.を１回，1/400～1/25

を各 2 回，1/10 を正加力 1 回）し，正負交番繰

り返し載荷を行った。 

 

3 実験結果 

3.1 破壊状況 
表-4 に実験結果一覧と計算耐力との比較を，

図-2 に最大耐力時ひび割れ状況を，写真-1 に最

終破壊状況を示す。（接合部強度は参考文献 3） 

全試験体とも以下の破壊経過をたどった。 

梁曲げひび割れは R=1/800 までに，柱曲げひ

び割れは R=1/400 までに発生した。柱梁接合部

せん断ひび割れは，試験体 N，E2 においては

R=1/400 から R=1/200 へと向かう途中で，試験

体 E1，S においては R=1/800 から R=1/400 へと

向かう途中でそれぞれ確認した。 

梁主筋のひずみは，R=1/100 から 1/50 へと向

かう途中で一部が降伏ひずみに達した。 

各試験体ともに R=1/50 時に最大耐力到達

後，柱梁接合部の破壊によって耐力が低下し

たが，急激な耐力低下は起こらなかった。 
また，柱梁接合部が破壊して耐力低下が生

じても，実験終了時まで柱軸力を保持してい

た。 
 

3.2 荷重変形関係 

図-3 に梁端の荷重-変形関係と接合部せん断

強度計算値 4)に達する時の梁せん断力を併記し

て示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 鉄筋の機械的性質 

表-3 コンクリートの機械的性質

表-4 実験結果一覧 

N

図-2 最大耐力時ひび割れ状況図 

E1

E2 S

写真-1 破壊状況 

N E1

E2 S

荷重は梁端に加えたせん断力

割裂試験

圧縮強度
σB(MPa)

弾性係数
Ec(MPa)

ポアソン比
割裂強度
σt(MPa)

N 36.3 3.04×104 0.185 2.48

E1 38.3 2.92×104 0.154 2.77

E2 39.6 2.99×104 0.186 3.33

S 40.0 3.07×104 0.157 2.86
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径
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H'：柱せん断スパン(cm),L：梁スパン(cm),H：柱スパン(cm)
N：軸力(kN),B：柱断面幅(cm),Bg：梁断面幅,D：柱断面せい(cm)
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N E1 E2 S
kN 71 71 81 70

計算値Q1 kN 78 80 81 82
0.91 0.89 1.00 0.86

kN 193 170 160 171
計算値Q2 kN 203 206 207 208

0.95 0.83 0.77 0.82
kN 213 185 184 171

計算値Q3 kN 179 182 184 185
1.19 1.02 1.00 0.92

kN 464 456 484 481
rad. 1/50 1/50 1/50 1/50

計算値Q4 kN 456 469 478 479
1.02 0.97 1.01 1.00

実験値

実験値/計算値

接合部強度

試験体
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全試験体ともに最大耐力発揮後，耐力が低下

し始めたが，耐力低下は小さく，R=1/25 におい

ては最大耐力の約 80%，R=1/10 においても最大

耐力の約 75%の耐力を保持していた。 

各試験体の実験結果が互いによく似ているこ

とから，接合部破壊する場合であっても，剛性，

最大耐力および靱性能に関しては，接合部内に

用いた梁主筋機械式継手はほとんど影響がない

と判断できる。 

図-4 に示した接合部せん断応力-せん断変形

角関係図を見ると，試験体が最大耐力を示した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R=1/50 に達するまでは，全試験体がほぼ同じ結

果となっている。しかし，変形角がそれ以上に

なったとき，試験体 S，E2 の接合部変形が試験

体 N に比べて大きくなっている。試験体 E1 に

ついては，負加力方向に大きな残留変形が生じ

たため上記のような傾向の判断が困難となっ

た。 

 

3.3 鉄筋ひずみ分布 

図-5 に最大耐力時の接合部内梁主筋ひずみ

分布を示す。図中の点線部分はひずみを計測で 
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図-4 接合部せん断応力-せん断変形角関係図 
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きなかった範囲を示す。また，継手部のゲージ

は継手金物に添付したものである。 

柱梁接合部内に機械式継手のない試験体 N で

は，接合部内梁主筋のひずみ分布に目立った急

変はなく，付着が一様であることがわかる。ま

た，一部の梁主筋圧縮側端部において主筋に引

張ひずみが発生した。それに対して接合部内に

機械式継手を持つ試験体 E1，E2 では梁主筋圧縮

側端部において主筋に引張ひずみが発生しなか

ったが，試験体 S では引張ひずみが発生した。

両者の付着性状は同程度であると思われる。 
また，継手にあたる部分でひずみ分布が急激

に変化しているが，この機械式継手端における

ひずみ分布の急変は，鉄筋が負担していた応力

を継手と鉄筋の両者が負担するためである。 

さらに，接合部内にネジ式機械式継手を 2 つ

持つ試験体 E2 においては，柱梁接合部中央（機

械式継手間）の鉄筋ひずみが N 試験体と比較す

ると若干大きな値となっている。これは，梁主

筋引張側端部に近い機械式継手部分では付着強

度が低く，鉄筋に作用する力が接合部コンクリ

ートへあまり伝達されなかったことを示してい

る。一方，梁主筋圧縮側端部に近い機械式継手

の左右では大きなひずみ差が計測されており，

この部分には，鉄筋に作用する力を接合部コン

クリートへ伝達するだけの付着強度があったこ

とを示している。このひずみ差は，E1 試験体の

接合部中央に配された継手の左右で計測された

ひずみ差よりもかなり大きくなっており，この

範囲の付着強度が接合部中央と比べて大きかっ

たことがわかる。また，その傾向は機械式継手

のない試験体 N においてもみられる。材軸直交

方向に拘束力を受けると付着強度が上昇する 4)

という報告もあり，接合部内水平位置による付

着強度の差は，柱軸方向圧縮応力の差によって

生じていると考えられる。 

 

4 実験結果の検討 

4.1 付着性状の検討 

機械式継手を含む鉄筋の付着性状を検討する

ためには，接合部内鉄筋の応力分布を推定する

必要がある。ところが，継手部は鉄筋・充填剤・

継手が混在しているため，計測したひずみ値だ

けで応力を推定するのは困難である。そこで，

機械式継手によって接合された鉄筋の継手部分

の応力-ひずみ関係を得るために，継手で接合さ

れた鉄筋の引張試験（各 3 本）を行い，図-6 の

ような応力-ひずみ関係（ひずみは平均値）を得

た。図中には，骨組実験から得られた B1 鉄筋(図

-5参照)のR=1/50時の継手部分のひずみを同時

に示している。 

この関係は骨組実験の接合部内継手において

も成立していると仮定して，図-5 の鉄筋ひずみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-6 継手の荷重-ひずみ関係図
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分布を応力分布に変換した値を図-7 に示す。そ

の際，鉄筋応力は完全弾塑性の応力-ひずみ関係

を仮定して求めた。弾性係数は 2.1×105(MPa)

とした。 

各ひずみゲージ間を図-5(図-7)のように A～

F 区間に区分する。A～C 区間と D～F 区間に着

目すると，付着力は梁主筋引張側で小さく,梁

主筋圧縮側で大きい傾向となっている。 

試験体 E2 で上図の区間 B,D において鉄筋（継

手部）に生じている応力が逆転しているのは，

以下の理由が考えられる。 

継手の特性として，継手端部は荷重をほとん

ど負担せず，継手中央は全荷重を負担すること

になるため，継手表面に生じるひずみ分布は図

-8(a)のようになる。本実験においては，ひず

みゲージ位置を図-8(b)のように柱梁接合部中

心からの距離で統一したために，施工誤差によ

って継手が設計位置からずれたときには，図

-8(a)のように継手のゲージと継手中心間の距

離に差が生じて，ひずみの計測値が鉄筋応力と

対応しないものになったと推測される。 

 

 

 

 

試験体 N では,一部の鉄筋が抜け出す傾向を

示しており,最大耐力時において付着強度に到

達していたと判断できる。そこで,平均付着強

度を算出すると 7.96(N/mm2)となった。 

一方，靱性保証型設計指針 5)による付着強度

は，τu=0.7(1+σ0/σB)σB
2/3=8.82(N/mm2)であ

り，指針式は接合部内平均付着強度をおおむね

評価できる。 

試験体 S の区間 C～D では，スリーブ継手表面

の付着によって力がコンクリートへ伝達されて

おり，計測できた合計 3 本の主筋から継手の平

均付着応力(周長 168mm，測定区間 180mm)を算出

すると 3.71(N/mm2)となった。これは，鉄筋の

約半分であり，1991 年版 RC 規準 6)における異

形鉄筋と丸鋼の短期許容付着応力の比(丸

鋼:1.99N/mm2，異形鉄筋:4.16N/mm2)とほぼ一致

している。継手表面状態から,ネジ継手,スリー

ブ継手ともに,付着性能は丸鋼と同等であると

判断することができるので,付着強度は異形鉄

筋の半分としておおむね評価できる。 

 

4.2 付着耐力の定量的評価 

付着性状の検討結果を踏まえて,柱梁接合部

内に機械式継手を有する鉄筋の継手近傍におけ

る接合部内付着強度の定量的評価を行う。 

文献 2)と同様に継手を含む鉄筋の付着強度

(F)を図-9 のように，継手小口の支圧(F1),継手

の付着(F2)，鉄筋の付着(F3)の重ね合わせ

(F=F1+F2+F3)と考える。 

 

 

 

表-5 に各種継手近傍（継手両端の鉄筋部分を

含む）における評価結果を示す。試験体 E2 では，

二つの継手を梁端圧縮側 E2C と梁端引張側 E2T

に分類して評価した。最大耐力時の実験時平均

応力差 Fave（図-5 の B1,B4,G1,G4 鉄筋の平均）

と計算付着力Fを,継手E1は区間C～D,継手E2C

は接合部中央から梁端圧縮側の区間(図-7 の

B1,G1ではA～C,B4,G4ではD～F),継手E2Tは接

合部中央から梁端引張側の区間(図-7 の B1,G1

では D～F,B4,G4 では A～C),継手 S は区間 B～E

でそれぞれ算出した。 

計算付着力の算出は次のように行った。小口
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の支圧F1を,支圧係数1としてF1=1×小口面積

×σBとした。鉄筋の付着 F3 は，接合部内付着

強度の水平方向位置による変化を考慮するため

に，靱性指針式の軸応力項に，柱端曲げモーメ

ントの影響を加味して算出した。具体的には，

柱を中心で圧縮側と引張側に二分し(図-10 参

照)，それぞれの領域での軸圧縮応力σ0を，試

験体に与えた一定軸力と最大耐力時に発生する

柱端曲げモーメント(Mc)を柱主筋間距離(jc)で

変換した偶力(Tc)との重ね合わせから算出した。

継手の付着 F2 は鉄筋の半分として評価した。 

Mc=Qmax×L/2×(H-Dg)/H ,Tc=Mc/jc 

Qmax:最大耐力時梁端荷重,L:梁スパン 

H:柱スパン,Dg:梁せい 

また，E2T と S において，図-7 で継手小口左

右の応力差があまりないことを考慮して小口の

支圧 F1 を無視した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ばらつきはあるが,E1,E2C,S の継手近傍の付

着強度は計算式によって評価できている。 

一方，E2T は計算値が実験値を大きく上回っ

た。靱性保証型指針式は，柱軸力が正の場合の

実験結果をもとに導出された柱梁接合部平均付

着強度をあらわしているにも関わらず，材軸直

交方向に引張応力が生じている部分に対して局

所的に適用したことが一因である考えられる。 

定着性能が期待できる継手小口位置の限定

と，接合部内水平位置ごとの正確な付着強度評

価は今後の課題であるが，継手小口位置が梁主

筋引張側柱端から柱せいの 1/3 以上離れている

E1，E2C の結果から,条件を限定すれば,継手を

含む鉄筋の付着強度に，小口の定着として支圧

係数 1.0 程度は見込めるものと思われる。 

 

5 まとめ 

1)各試験体とも，R=1/50 時に最大耐力に達し，

柱梁接合部の破壊により耐力低下した。また，

最大耐力は，柱梁接合部の計算耐力と良好な

一致を示しており，柱梁接合部内における鉄

筋機械式継手の有無，継手形状，継手個数は，

接合部耐力に影響を与えなかった。 

2) 梁主筋が通し配筋の場合と接合部内に機械

式継手を有する場合の柱梁接合部内付着性状

はほぼ同等である。 

3)柱梁接合部内の付着強度は，水平方向位置に

よって大きく異なり，梁主筋圧縮側では梁主

筋引張側と比較して大きかった。また，継手

小口が柱断面の梁主筋引張側端部近傍にある

場合は，付着性能は向上しない可能性がある

ことを確認した。 
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表-5 継手部分の付着に対する検討

図-10 接合部ストラット 

比較
Fave 区間長 F1 F2 F3 F
kN mm kN kN kN kN

E1 E1 115.2 180 24.0 75.6 29.0 128.6 1.12
E2C 245.8 250 24.8 94.8 100.2 219.8 0.89
E2T 48.3 250 0.0 59.1 62.5 121.6 2.52

S S 205.9 380 0.0 234.2 59.5 293.6 1.43

E2

試験体

名
前

継
手

F
Fave

実験時応力差 計算付着力

Qmax

Qmax

Mc TcTc

jc

接合部ストラット

N

圧縮領域
σ0=(Tc+N/2)/Ac

引張領域
σ0=(-Tc+N/2)/At

At=Ac=BD/2
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